
（別紙） 

 平成 13 年７月５日付課法３-57 ほか 11 課共同「法人課税関係の申請、届出等の様式の制定について」（法令解釈通達）のうち、次表の「改正前」欄に掲げる部分を「改正後」に掲げるように改正する。 
（注）下線を付した部分が改正部分である。 

改 正 後 改 正 前 

（12 法人税及び消費税の納税地指定通知書〔長官指定分〕） （12 法人税及び消費税の納税地指定通知書〔長官指定分〕） 



改 正 後 改 正 前 

（13 法人税及び消費税の納税地指定通知書〔局長指定分〕） （13 法人税及び消費税の納税地指定通知書〔局長指定分〕） 



改 正 後 改 正 前 

（14 法人税及び消費税の納税地指定通知書(指定替え)〔長官指定分〕） （14 法人税及び消費税の納税地指定通知書(指定替え)〔長官指定分〕） 



改 正 後 改 正 前 

（15 法人税及び消費税の納税地指定通知書(指定替え)〔局長指定分〕） （15 法人税及び消費税の納税地指定通知書(指定替え)〔局長指定分〕） 



改 正 後 改 正 前 

（16 法人税及び消費税の納税地指定解除通知書〔長官指定分〕） （16 法人税及び消費税の納税地指定解除通知書〔長官指定分〕） 



改 正 後 改 正 前 

（17 法人税及び消費税の納税地指定解除通知書〔局長指定分〕） （17 法人税及び消費税の納税地指定解除通知書〔局長指定分〕） 



改 正 後 改 正 前 

（63 減価償却資産の償却の方法等に関する経過措置の適用を受ける旨の届出書） （63 減価償却資産の償却の方法等に関する経過措置の適用を受ける旨の届出書） 

（廃 止）  



改 正 後 改 正 前 

（63 減価償却資産の償却の方法等に関する経過措置の適用を受ける旨の届出書） （63 減価償却資産の償却の方法等に関する経過措置の適用を受ける旨の届出書） 

（廃 止）  



改 正 後 改 正 前 

（103 特別修繕費の金額の認定申請書） （97 特別修繕費の金額等の認定申請書） 

特 別 修 繕費 の金 額 の 認 定 申請 書 
※整理番号  

※連 結 グル ー プ 整理 番 号

平成  年  月  日 

       税務 署 長 殿

提出法人 （フリガナ） 

□

連

結

親

法

人

□

単

体

法

人

法 人 名 等 

納 税 地 

〒 

     電話(   )    －     

（フリガナ） 

代 表 者 氏 名                      ○印

代 表 者 住 所 
〒 

こ の申請に応答 

す る係及び氏名 電話(   )    －     

事 業 種 目                      業 

青色申告書提出の承認申請をした日 年   月   日 

同 上 の 承 認 を 受 け た 日 
又 は 受 け た と み な さ れ た 日 

年   月   日 

（
申
請
の
対
象
が
連
結
子
法
人
で
あ
る
場
合
に
限
り
記
載
）

連

結

子

法

人

（フリガナ） 
※ 

税 

務 

署 

処 

理 

欄 

整 理 番 号

法 人 名 等  

部 門

本店又は主たる 

事務所の所在地 

〒             （   局   署） 

     電話（   ）    －     
決 算 期

（フリガナ） 
業 種 番 号

代 表 者 氏 名  

整 理 簿
代 表 者 住 所 

〒 

事 業 種 目                       業 回 付 先
□ 親署 ⇒ 子署 

□ 子署 ⇒ 調査課

  次の資産についての特別修繕準備金の積立限度額の計算の基礎となる特別修繕費の金額の認定を申請します。 

認 定 を 受 け よ う と す る 特 別 修 繕 費 の 金 額 

 資 産 の 種 類 等 １ 
名

称

等 

別紙付表のとおり 

 特別修繕費の算定の基礎とした 

 類似資産等の名称及び所有者名 
２ 

 2の資産について最近において 

 行われた特別修繕完了の日 
３         年       月       日 

 3 の 特 別 修 繕 の た め に 

 要し た 特別修 繕費 の 金額 
４  

 認 定 を 受 け よ う と す る 

 特 別 修 繕 費 の 金 額 
５  

税 理 士 署 名 押 印                                        ○印

※ 税 務 署 処 理 欄 部門  
決算

期 

業種 

番号 

整理 

簿 
 備考  

25.06 改正                                      （法１３２８－１）

特別修繕費の金額等の認定申請書 
※整理番号  

※連 結 グ ル ー プ 整 理 番 号

平成  年  月  日 

       税務 署 長殿

提出法人 （フリガナ） 

□

連

結

親

法

人

□

単

体

法

人

法 人 名 等 

納 税 地 

〒 

     電話(   )    －     

（フリガナ） 

代 表 者 氏 名                      ○印

代 表 者 住 所 
〒 

この申請に応答 

する係及び氏名 電話(   )    －     

事 業 種 目                      業 

青色申告書提出の承認申請をした日 年   月   日 

同 上 の 承 認 を 受 け た 日 
又 は 受 け た と み な さ れ た 日 

年   月   日 

（
申
請
の
対
象
が
連
結
子
法
人
で
あ
る
場
合
に
限
り
記
載
）

連

結

子

法

人

（フリガナ） 
※ 

税 

務 

署 

処 

理 

欄 

整理 番号

法 人 名 等  

部 門

本店又は主たる 

事務所の所在地 

〒             （   局   署） 

     電話（   ）    －     
決 算 期

（フリガナ） 
業種 番号

代 表 者 氏 名  

整 理 簿
代 表 者 住 所 

〒 

事 業 種 目                       業 回 付 先
□ 親署 ⇒ 子署 

□ 子署 ⇒ 調査課

  次の資産についての特別修繕準備金の積立限度額の計算の基礎となる特別修繕費の金額(月数)の認定を申請します。 

認定を受けようとする特別修繕費の金額又は月数 

 資 産 の 種 類 等 １ 
 船 舶 、熱 風 炉 、 溶 鉱 炉、 溶 解 炉 、 

 球 形 ガ ス ホ ル ダ ー 、 貯 油 槽

名

称

等 

別紙付表のとおり 

 特別修繕費の算定の基礎とした 

 類似資産等の名称及び所有者名 
２ 

 2の資産について最近において 

 行われた特別修繕完了の日 
３         年       月       日 

 3 の 特 別 修 繕 の た め に 

 要し た特 別修繕 費の 金額 
４  

 認 定 を 受 け よ う と す る 

 特 別 修 繕 費 の 金 額 
５  

 3の特別修繕の直前の特別修繕

 完了の日及びその日の翌日

から３の日までの期間の月数

６      年     月     日             月

 認定を受けようとする月数 ７ 

税 理 士 署 名 押 印                                        ○印

※ 税 務 署 処 理 欄 部門  
決算

期 

業種 

番号 

整理 

簿 
 備考  

24.06改正                                     （法１３２８－１） 

（

規

格

Ａ

４

）



改 正 後 改 正 前 

（103 特別修繕費の金額の認定申請書） （97 特別修繕費の金額等の認定申請書） 

特 別 修 繕 費 の 金 額 の 認 定 申 請 書 の 記 載 要 領 等 

 １  この申請書は、単体法人（連結申告法人を除く法人をいいます。）又は連結親法人が、特別修

繕準備金の積立限度額の計算の基礎となる特別修繕費の金額の認定の申請をする場合に使用し

てください｡(この申請は、青色申告法人に限ります｡) 

 ２  この申請書は、納税地の所轄税務署長に２通提出してください。 

 ３  申請書の各欄は、次により記載してください。  

  (1 ) 「提出法人」欄には、該当する□にレ印を付すとともに、当該提出法人の「法人名等」、「納

税地」、「代表者氏名」、「代表者住所」及び「事業種目」を記載してください。 

  (2 ) 「連結子法人」欄には、当該子法人の「法人名等」、「本店又は主たる事務所の所在地」、「代

表者氏名」、「代表者住所」及び「事業種目」を記載してください。  

  (3 ) 「資産の種類等」欄には、特別修繕準備金勘定を設けようとする資産の種類を記載します。

  ( 4) 「特別修繕費の算定の基礎とした類似資産等の名称及び所有者名２」欄には、 (3)の資産と

構造、型式及び仕様等が最も類似する資産の名称及びその所有者名を記載してください。 

 ただし、中古資産を取得した場合等特別の修繕を行ったことのある資産について認定を受

   けようとする場合には、当該資産の名称を記載してください。 

  (5 ) 「 2 の資産について最近において行われた特別修繕完了の日３」欄には、(3 )の資産の最近

 において行われた特別修繕完了の日を記載してください。  

  ( 6) 「認定を受けようとする特別修繕費の金額５」欄には、「３に要した特別修繕費の金額４」

欄に記載した金額を基礎として算定した金額を記載してください。  

  (7 ) 「税理士署名押印」欄は、この申請書を税理士及び税理士法人が作成した場合に、その税理

士等が署名押印してください。 

  (8 ) 「※」欄は、記載しないでください。 

 ４  この申請書には、次の書類を添付してください。 

  (1) 特別修繕費の金額の認定を受けようとする資産及び特別修繕費の算定の基礎とした類似資

産（（ 4）の資産）につき、付表により記載した書類  

  (2 ) 特別修繕費の金額の計算の基礎の詳細を記載した書類  

５  留意事項 

○ 法人課税信託の名称の併記  

法人税法第２条第 29 号の２に規定する法人課税信託の受託者がその法人課税信託について

国税に関する法律に基づき税務署長等に申請書等を提出する場合には、申請書等の「法人名等」

の欄には、受託者の法人名又は氏名のほか、その法人課税信託の名称を併せて記載してくださ

い。 

特 別 修 繕 費 の 金 額 等 の 認 定 申 請 書 の 記 載 要 領 等 

 １  この申請書は、単体法人（連結申告法人を除く法人をいいます。）又は連結親法人が、特別修

繕準備金の積立限度額の計算の基礎となる特別修繕費の金額及び月数の認定の申請をする場合

に使用してください｡(この申請は、青色申告法人に限ります ｡ ) 

 ２  この申請書は、納税地の所轄税務署長に２通提出してください。 

 ３  申請書の各欄は、次により記載してください。  

  (1 ) 「提出法人」欄には、該当する□にレ印を付すとともに、当該提出法人の「法人名等」、「納

税地」、「代表者氏名」、「代表者住所」及び「事業種目」を記載してください。 

  (2 ) 「連結子法人」欄には、当該子法人の「法人名等」、「本店又は主たる事務所の所在地」、「代

表者氏名」、「代表者住所」及び「事業種目」を記載してください。  

  (3 ) 「資産の種類等」欄には、特別修繕準備金勘定を設けようとする資産の種類に該当する文字

を○で囲みます。 

  ( 4) 「特別修繕費の算定の基礎とした類似資産等の名称及び所有者名２」欄には、 (3)の資産と

構造、型式及び仕様等が最も類似する資産の名称及びその所有者名を記載してください。 

ただし、中古資産を取得した場合等特別の修繕を行ったことのある資産について認定を受け

ようとする場合には、当該資産の名称を記載してください。  

(5 ) 「2 の資産について最近において行われた特別修繕完了の日３」欄には、(3)の資産の最近

において行われた特別修繕完了の日（熱風炉等である場合には、特別の修繕をした後最初に

火入れをした日をいいます。以下 (7)において同じ ｡)を記載してください。 

  ( 6) 「認定を受けようとする特別修繕費の金額５」欄には、「３に要した特別修繕費の金額４」

欄に記載した金額を基礎として算定した金額を記載してください。  

(7 ) 「３の特別修繕の直前の特別修繕完了の日及びその日の翌日から３の日までの期間の月数

６」欄には、(4 )の資産について最近において行われた特別修繕の直前の特別修繕完了の年月

日及びその日の翌日から (4)の資産について最近において行われた特別修繕完了の日までの

期間の月数を記載してください。

ただし、(4)の資産について最近に行われた特別修繕が、当該資産の築造後初めて行われた

場合においては、その直前において行われた特別修繕完了の年月日は、当該資産の築造完了

の日（熱風炉等である場合には、築造完了後最初に火入れをなした日をいいます｡）としてく

ださい。

  (8 ) 「税理士署名押印」欄は、この申請書を税理士及び税理士法人が作成した場合に、その税理

士等が署名押印してください。 

  (9 ) 「※」欄は、記載しないでください。 

 ４  この申請書には、次の書類を添付してください。 

  (1) 特別修繕費の金額等の認定を受けようとする資産及び特別修繕費の算定の基礎とした類似

資産（（ 4）の資産）につき、船舶、熱風炉等、球形ガスホルダー又は貯油槽の区分に応じ、付

表１、２、３又は４により記載した書類 

なお、船舶以外の資産については平成 24年４月１日前に開始した事業年度のみ申請が可能で

す。

  (2 ) 特別修繕費の金額及びその期間の月数の計算の基礎の詳細を記載した書類 

５  留意事項 

○ 法人課税信託の名称の併記  

法人税法第２条第 29 号の２に規定する法人課税信託の受託者がその法人課税信託について

国税に関する法律に基づき税務署長等に申請書等を提出する場合には、申請書等の「法人名等」

の欄には、受託者の法人名又は氏名のほか、その法人課税信託の名称を併せて記載してくださ

い。 



改 正 後 改 正 前 

（104 付表） （98 付表１（船舶用）） 

付 表

     区       分 申  請  資  産 算定の基礎とした類似資産 

 種           類 １   

 細           目 ２   

 船           名 ３   

 船           級 ４   

 船     籍     港 ５   

 航   行   水   域 ６   

 船  体  の  構  造 ７   

 総   ト   ン   数 ８  ㌧  ㌧ 

 重  量  ト  ン  数 ９  ㌧  ㌧ 

 長           さ 10  ｍ  ｍ 

 幅 11  ｍ  ｍ 

 深           さ 12  ｍ  ｍ 

   主 機 関 の 種 類 13   

   主 機 関 の 馬 力 14  馬力  馬力 

 速           力 15  kt  kt 

 建  造  年  月  日 16        年   月   日         年   月   日 

 造   船   所   名 17   

中古資産を取得した場合は 

その年月日及び前所有者名 
18   

 取   得   価   額 19  千円  千円 

 資産の所有者の住所氏名 20   

25.6改正                           （法１３２８－２） 

付 表 １ (船舶用)

     区       分 申  請  資  産 算定の基礎とした類似資産 

 種           類 １   

 細           目 ２   

 船           名 ３   

 船           級 ４   

 船     籍     港 ５   

 航   行   水   域 ６   

 船  体  の  構  造 ７   

 総   ト   ン   数 ８  ㌧  ㌧ 

 重  量  ト  ン  数 ９  ㌧  ㌧ 

 長           さ 10  ｍ  ｍ 

 幅 11  ｍ  ｍ 

 深           さ 12  ｍ  ｍ 

   主 機 関 の 種 類 13   

   主 機 関 の 馬 力 14  馬力  馬力 

 速           力 15  kt  kt 

 建  造  年  月  日 16        年   月   日         年   月   日 

 造   船   所   名 17   

中古資産を取得した場合は 

その年月日及び前所有者名 
18   

 取   得   価   額 19  千円  千円 

 資産の所有者の住所氏名 20   

13･07                             （法１３２８－２） 



改 正 後 改 正 前 

（104 付表） （98 付表１（船舶用）） 

付 表 の 記 載 要 領 等 

１ 「種類１」及び「細目２」の各欄には、申請資産及び類似資産について、次表によりその種

類及び細目を記載してください。 

 種 類            細          目  

 客   船 －  

 貸 客  船 －  

貸 物  船 

１  一般貨物船  
 ２  ばら積貨物船（石炭、鉱石、穀物、セメント、その他）  

 ３  冷蔵冷凍運搬船（漁船を除く。）  

 ４  特殊運搬船（重量物、木材、薬品、家畜、果実、給水、汚物、その他）  

特殊用途船 

１  車両渡船   

 ２  ひき船  

 ３  工作船  

 ４  海底電線敷設船  

 ５  しゅんせつ船  

 ６  起重機船  

 ７  水先船  

漁   船 

１  網を用いる漁船  

 ２  釣漁船（まぐろ延なわ漁船を含む。）  

 ３  捕鯨船  

 ４  採かいそう漁船  

 ５  捕鯨母船  

 ６  その他の母船  

 ７  かに工船  

 ８  その他の工船  

 ９  漁獲物運搬船（冷凍運搬船、冷蔵運搬船、塩蔵運搬船、鮮魚運搬船）  

 10 その他の漁船  

油 槽  船 

１  クリーンタンカー  

 ２  ダーティータンカー  

 ３  液化ガス運搬船  

（注）１ 貨客船とは、旅客定員 13 名以上のもので、かつ、貨物を輸送するものをいいます。 

２ 特殊用途船とは、ひき船等特殊な用途、構造をもつものをいいます。 

２  「船級４」欄には、日本海事協会、ロイド船級協会等が認定した船級（２以上の認定を受け

た場合には、それぞれの認定をした機関及び船級）を記載してください。 

３ 「航行水域６」欄には、航路又は通常航行する水域を記載してください。 

４  「船体の構造７」欄には、船体の主要骨格の材質及び船底、外板又は甲板等の構造を略記し

てください。 

５ 「速力 15」欄には、最大速力及び航海速力を記載してください。 

付 表 １ （ 船 舶 用 ） の 記 載 要 領 等  

１  「種 類 １ 」及 び 「 細目 ２ 」 の各 欄 に は、 申 請 資産 及 び 類似 資 産 に つい て 、 次表 に よ りそ の 種 

類 及び細目 を記載して ください 。 

 種  類             細           目   

 客    船  －   

 貸  客  船  －   

貸  物  船  

１  一般 貨物船  
 ２ ばら 積貨物船 （石炭、鉱 石、穀物 、セメント 、その他 ）  

 ３ 冷蔵 冷凍運搬 船（漁船を 除く。）  

 ４ 特殊 運搬船（ 重量物、木 材、薬品 、家畜、果 実、給水 、汚物、そ の他）  

特殊用途 船 

１ 車両 渡船  

 ２ ひき 船  

 ３ 工作 船  

 ４ 海底 電線敷設 船  

 ５ しゅ んせつ船   

 ６ 起重 機船  

 ７ 水先 船  

漁    船  

１  網を 用いる漁 船  

 ２ 釣漁 船（まぐ ろ延なわ漁 船を含む 。）  

 ３ 捕鯨 船  

 ４ 採か いそう漁 船  

 ５ 捕鯨 母船  

 ６ その 他の母船   

 ７ かに 工船  

 ８ その 他の工船   

 ９ 漁獲 物運搬船 （冷凍運搬 船、冷蔵 運搬船、塩 蔵運搬船 、鮮魚運搬 船）  

 10 その 他の漁船   

油  槽  船  

１  クリ ーンタン カー  

 ２ ダー ティータ ンカー  

 ３ 液化 ガス運搬 船  

（ 注）１ 貨客船とは 、旅客定員 13 名以上のも ので、か つ、貨物を 輸送する ものをいい ます。 

２  特殊 用途船とは 、ひき船 等特殊な用 途、構造 をもつものを いいま す。 

２  「船 級 ４ 」欄 に は 、日 本 海 事協 会 、 ロイ ド 船 級協 会 等 が認 定 し た 船級 （ ２ 以上 の 認 定を 受 け 

た 場合には 、それぞれ の認定を した機関及 び船級）を 記載してく ださい。  

３  「 航行水域 ６」欄には 、航路 又は通常航行 する水域 を記載して ください 。 

４  「船 体 の 構造 ７ 」 欄に は 、 船体 の 主 要骨 格 の 材質 及 び 船底 、 外 板 又は 甲 板 等の 構 造 を略 記 し 

て ください 。 

５  「 速力 15」欄 には、最 大速力及び 航海速力 を記載して ください 。 



改 正 後 改 正 前 

（99 付表２（熱風炉、溶鉱炉、溶解炉用）） （99 付表２（熱風炉、溶鉱炉、溶解炉用）） 

 （廃 止） 付 表 ２ （熱風炉、溶鉱炉、溶解炉用）

区      分 申  請  資  産 
 申 請 書 ２ の 算 定 の 

 基 礎 と し た 類 似 資 産 

種           類 １

炉   の   呼   称 ２

  所 在 す る 場 所 ３

構           造 ４

能           力 ５

規           模 ６

  使 用 れ ん が の 数 量 ７  ㌧  ㌧

  溶 解 温 度 又 は 加 熱 温 度 ８

  築 造 の 年 月 日 ９      年   月   日      年   月   日 

  築造完了後最初に火入れを 
  なし た 日又は 特 別修繕 後 
  最初 に 火入れ を なした 日 

10      年   月   日      年   月   日 

中古資産を取得した場合には 

  その年月日及び前所有者名 
11

取   得   価   額 12  千円  千円 

  資産 の 所有者 の 住所氏 名 13

  経 過 年 数 14

参   考   事   項 15

 (注) １ 「種類１」欄には、溶鉱炉、熱風炉又はガラスの溶解炉の別及び溶解炉については主として製造する品 
 名（例えば、板ガラス、ガラスびん等）を記載してください。 

 ２ 「構造４」欄には、溶鉱炉については鉄皮式、フリースタンディング式等の別を、熱風炉についてはカ 
 ウパー式、マックルアー式等の別を、溶解炉についてはフルコール式、コルバーン式、蓄熱式及び換熱式 
 等の別を記載してください。 

 ３ 「経過年数 14」欄には、１の資産の築造の日から申請の日までの経過月数を記載してください。 

13･07 （法１３２８－３）



改 正 後 改 正 前 

（100 付表３（球形ガスホルダー用）） （100 付表３（球形ガスホルダー用）） 

 （廃 止） 
付 表 ３ (球形ガスホルダー用)

区       分 申   請   資   産 算定の基礎とした類似資産 

名           称 １

  所 在 す る 場 所 ２

外           径 ３  ｍ  ｍ 

貯   蔵   能   力 ４  ｍ3  ｍ 3

幾   何   容   積 ５  ｍ3  ｍ 3

  最 高 使 用 圧 力 ６  ㎏/cm2  ㎏/cm2

表     面     積 ７  ｍ3  ｍ 3

  内 部 回 転 は し ご の 有 無 ８      有  ・  無      有  ・  無    

  建 設 年 月 日 ９      年   月   日      年   月   日 

取   得   価   額 10  千円  千円 

  資 産 の 所有 者の 住所 氏 名 11

経   過   年   数 12

  修 繕 年 月 日 13      年   月   日 

参   考   事   項 14

  (注) １ 「名称１」欄には、対象となった球形ガスホルダーを特定する呼称を記載してください。 
 ２ 「経過年数 12」欄には、１の資産の建設の日から申請の日までの月数を記載してください。 

13･07                                          （法１３２８－４）



改 正 後 改 正 前 

（101 付表４（貯油槽用）） （101 付表４（貯油槽用）） 

 （廃 止） 付 表 ４ （貯油槽用） 

区       分 申   請   資   産 算定の基礎とした類似資産 

名           称 １

  所 在 す る 場 所 ２

  型           式 ３

貯   油   能   力 ４  ｋｌ  ｋｌ

油            種 ５

  建 設 年 月 日 ６      年   月   日      年   月   日 

取   得   価   額 ７  千円   千円 

  資 産 の 所有 者の 住所 氏 名 ８

経   過   年   数 ９

修   繕   年   月 10         年        月 

参   考   事   項 11

  (注) １ 「名称１」欄には、対象となった貯油槽を特定する呼称を記載してください。 
 ２ 「経過年数９」欄には、１の資産の建設の日から申請の日までの月数を記載してください。 

13･07                                           （法１３２８－５）



改 正 後 改 正 前 

（105 特別修繕費の金額の認定通知書） （102 特別修繕費の金額等の認定通知書） 

法第     号 

納

税

地

平成  年  月  日 

法

人
名

等

代氏

表 
者名 殿

税 務 署 長       

財務事務官           

○印

特 別 修 繕 費 の 金 額 の 認 定 通 知 書 

貴法人から平成  年  月  日付で申請があった特別修繕準備金の計算の基礎となる 

修繕費の金額については、下記のとおり認定したので通知します。 

認定した修繕費の金額を基礎とする特別修繕準備金の計算は、平成  年  月  日の 

属する（連結）事業年度以後の各（連結）事業年度について適用されます。 

記 

申請の対象が連結子法人の場合 対象法人名等

認 定 区 分 資 産 の 種 類 又 は 名 称 金 額

修 繕 費 の 

金 額 

円 

（処分の理由） 

（付記事項） 
この認定を受けた資産につき認定申請書に記載した事実と異なることとなった場合には、速やかに、

その旨及びその事実と異なることとなった事項の詳細を記載した書類を納税地の所轄税務署長に提出
してください。 

この通知に係る処分は、   国税局の職員の調査に基づいて行いました。 

25.06 改正                                  （法１３３０）  

（

規

格

Ａ

４

）

法第     号 

納

税

地

平成  年  月  日 

法

人
名

等

代氏

表 
者名 殿

税 務 署 長       

財務事務官           

○印

特 別 修 繕 費 の 金 額 等 の 認 定 通 知 書 

貴法人から平成  年  月  日付で申請があった特別修繕準備金の計算の基礎となる 

修繕費の金額    
          については、下記のとおり認定したので通知します。 

期    間

       修繕費の金額 
認定した        を基礎とする特別修繕準備金の計算は、平成  年  月  日 

       期    間 

の属する（連結）事業年度以後の各（連結）事業年度について適用されます。   

記 

申請の対象が連結子法人の場合 対象法人名等

認 定 区 分 資 産 の 種 類 又 は 名 称 金 額 又 は 月 数

修 繕 費 の 

金 額 

円 

期 間

月

（処分の理由） 

（付記事項） 
この認定を受けた資産につき認定申請書に記載した事実と異なることとなった場合には、速やかに、

その旨及びその事実と異なることとなった事項の詳細を記載した書類を納税地の所轄税務署長に提出
してください。 

この通知に係る処分は、   国税局の職員の調査に基づいて行いました。 

24.12 改正                                  （法１３３０）  

（

規

格

Ａ

４

）



改 正 後 改 正 前 

（105 特別修繕費の金額の認定通知書） （102 特別修繕費の金額等の認定通知書） 

特別修繕費の金額等の認定通知書

１ 使用目的 

「特別修繕費の金額等の認定通知書」(法 1330)は、特別修繕準備金に関する特別修繕費の金額等の認定申請につい

て、その認定の通知をする場合に使用する。 

２ 記載要領 

項 目 内 容 

本 文 

「修繕費の金額
         の箇所については、申請に係る資産が、船舶、球形ガスホルダー及び
  期    間」

貯油槽の場合は、「期間」の字句を二重線で抹消する。

 「平成  年  月  日の属する（連結）事業年度」の空白箇所には、その認定をし

た日を記入する。 

 なお、連結事業年度の括弧書は不要の場合は抹消する。 

申 請 の 対 象 が 

連 結子 法人 の場 合 

対象法人名等は、申請に係る資産を有する法人が連結子法人の場合のみ、その連結子法

人の法人名等を記入する。 

資 産 の 種 類 

又 は 名 称 

認定の対象となった資産が２以上であるときは、そのそれぞれについて記入する。した

がって、船舶については個々の船ごとに、その他の資産については１基ごとに、例えば、

第一大洋丸、第二大洋丸のように記入する。  

金 額 又 は 月 数 申請に係る資産が、船舶、球形ガスホルダー及び貯油槽の場合は、「金額又は月数」の箇

所について「又は月数」の字句を二重線で抹消するとともに、「期間」の欄を全て抹消する。期 間

処  分  の  理  由 

申請に係る事項の全部について申請のとおりに認定する場合には「（処分の理由）」の

字句を抹消する。申請と異なる認定をする場合にはその異なることとなった理由を記入す

る。 

調 査 担 当 者 
 「この通知に係る処分は、  国税局の職員の調査に基づいて行いました｡」の空白箇所

には、調査担当者の所属国税局名を記入する。 

教 示 

「･･･２月以内に  国税局長に対して･･･」の空白部分には、処分の対象となる法人の

納税地を管轄する税務署の管轄区域を所轄する国税局名を記入する。 

また、「･･･（提出先は    国税不服審判所首席国税審判官）･･･」の空白部分には、

当該国税局の管轄区域を管轄する国税不服審判所名を記入する。 

なお、申請に係る事項の全部について承認する場合には、教示文を送付しない。 

３ 送付に当たっての留意事項 

この通知書は、書留郵便又は民間事業者による信書の送達に関する法律（平成 14 年法律第 99号）第 2条第 6項(定

義)に規定する一般信書便事業者若しくは同条第9項に規定する特定信書便事業者による同条第2項に規定する信書便

の役務のうち書留郵便に準ずるものとして別途定めるものにより送付する。 

４ 留意事項 

○ 法人課税信託の名称の併記 

法人税法第２条第 29号の２に規定する法人課税信託の受託者がその法人課税信託について、国税に関する法律に 

基づき税務署長等が通知書等を送付する場合には、通知書等の「法人名等」の欄には、受託者の法人名又は氏名の 

ほか、その法人課税信託の名称を併せて記入する。 

特別修繕費の金額の認定通知書

１ 使用目的 

「特別修繕費の金額の認定通知書」(法 1330)は、特別修繕準備金に関する特別修繕費の金額の認定申請について、そ

の認定の通知をする場合に使用する。 

２ 記載要領 

項 目 内 容 

本 文 

 「平成  年  月  日の属する（連結）事業年度」の空白箇所には、その認定をし

た日を記入する。 

 なお、連結事業年度の括弧書は不要の場合は抹消する。 

申 請 の 対 象 が 

連 結子 法人 の場 合 

対象法人名等は、申請に係る資産を有する法人が連結子法人の場合のみ、その連結子法

人の法人名等を記入する。 

資 産 の 種 類 

又 は 名 称 

認定の対象となった資産が２以上であるときは、そのそれぞれについて記入する。した

がって、船舶については個々の船ごとに、その他の資産については１基ごとに、例えば、

第一大洋丸、第二大洋丸のように記入する。  

（削 除） 

処  分  の  理  由 

申請に係る事項の全部について申請のとおりに認定する場合には「（処分の理由）」の

字句を抹消する。申請と異なる認定をする場合にはその異なることとなった理由を記入す

る。 

調 査 担 当 者 
 「この通知に係る処分は、  国税局の職員の調査に基づいて行いました｡」の空白箇所

には、調査担当者の所属国税局名を記入する。 

教 示 

「･･･２月以内に  国税局長に対して･･･」の空白部分には、処分の対象となる法人の

納税地を管轄する税務署の管轄区域を所轄する国税局名を記入する。 

また、「･･･（提出先は    国税不服審判所首席国税審判官）･･･」の空白部分には、

当該国税局の管轄区域を管轄する国税不服審判所名を記入する。 

なお、申請に係る事項の全部について承認する場合には、教示文を送付しない。 

３ 送付に当たっての留意事項 

この通知書は、書留郵便又は民間事業者による信書の送達に関する法律（平成 14 年法律第 99 号）第 2条第 6 項(定義)

に規定する一般信書便事業者若しくは同条第 9 項に規定する特定信書便事業者による同条第 2 項に規定する信書便の役

務のうち書留郵便に準ずるものとして別途定めるものにより送付する。 

４ 留意事項 

○ 法人課税信託の名称の併記 

法人税法第２条第 29 号の２に規定する法人課税信託の受託者がその法人課税信託について、国税に関する法律に 

基づき税務署長等が通知書等を送付する場合には、通知書等の「法人名等」の欄には、受託者の法人名又は氏名の 

ほか、その法人課税信託の名称を併せて記入する。 



改 正 後 改 正 前 

（106 特別修繕費の金額の変更通知書） （103 特別修繕費の金額等の変更通知書） 

法第     号 

納 

税 

地 

平成  年  月  日 

法 

人 

名 

等

代氏

表 

者名 殿 

税 務 署 長       

財務事務官            

○印

特 別 修 繕 費 の 金 額 の 変 更 通 知 書 

平成  年  月  日付  法第   号の特別修繕準備金の計算の基礎となる修繕費の金額 

    の認定については、租税特別措置法施行令第 33 条の７第11 項又は同令第39 条の 85 第 11 項の規定 

  に基づき、その認定に係る資産の全部又は一部について、修繕費の金額を下記のとおり変更します。 

変更後の金額を基礎とする特別修繕準備金の計算は、平成  年  月  日の属する(連結)事 

業年度以後の各(連結)事業年度について適用されます。 

記 

変更の対象が連結子法人の場合 対象法人名等

区 分
変  更  の  対  象 

変 更 後 の 金 額
資 産 の 種 類 又 は 名 称 

修 繕 費 の

金 額

円

（処分の理由） 

この通知に係る処分は、   国税局の職員の調査に基づいて行いました。

25.06 改正 

（

規

格

Ａ

４

）

法第     号 

納 

税 

地 

平成  年  月  日 

法 

人 

名 

等

代氏

表 

者名 殿 

税 務 署 長       

財務事務官            

○印

特 別 修 繕 費 の 金 額 等 の 変 更 通 知 書 

                                       修繕費の金額 

平成  年  月  日付  法第   号の特別修繕準備金の計算の基礎となる 
                                      期    間

    の認定については、租税特別措置法施行令第 33 条の７第11 項又は同令第39 条の 85 第 11 項の規定 

                             修繕費の金額  
  に基づき、その認定に係る資産の全部又は一部について、       を下記のとおり変更します。 
                           期    間

変更後の金額又は月数を基礎とする特別修繕準備金の計算は、平成  年  月  日の属する 

(連結)事業年度以後の各(連結)事業年度について適用されます。 

記 

変更の対象が連結子法人の場合 対象法人名等

区 分
変  更  の  対  象 

変 更 後 の 金 額 又 は 月 数
資 産 の 種 類 又 は 名 称 

修 繕 費 の

金 額

円

期 間
月

（処分の理由） 

この通知に係る処分は、   国税局の職員の調査に基づいて行いました。

24.12 改正 

（

規

格

Ａ

４

）



改 正 後 改 正 前 

（106 特別修繕費の金額の変更通知書） （103 特別修繕費の金額等の変更通知書） 

特別修繕費の金額の変更通知書

１ 使用目的 

「特別修繕費の金額の変更通知書」は、特別修繕準備金に関する特別修繕費の金額の認定について、その変更の通

知をする場合に使用する。 

２ 記載要領 

項 目 内 容 

本      文 

 「平成  年  月  日の属する（連結）事業年度」の空白箇所には、その変更をし

た日を記入する。 

 なお、連結事業年度の括弧書は不要な場合は抹消する。 

変 更 の 対 象 が 

連結子法人の場合 

対象法人名等は、変更に係る資産を有する法人が連結子法人の場合のみ、その連結子法

人の法人名等を記入する。 

（削 除）

処 分 の 理 由 認定を変更する理由を記入する。 

調 査 担 当 者 
 「この通知に係る処分は、  国税局の職員の調査に基づいて行いました｡」の空白箇所

には、調査担当者の所属国税局名を記入する。 

教 示 

「･･･２月以内に  国税局長に対して･･･」の空白部分には、処分の対象となる法人の

納税地を管轄する税務署の管轄区域を所轄する国税局名を記入する。 

また、「･･･（提出先は    国税不服審判所首席国税審判官）･･･」の空白部分には、

当該国税局の管轄区域を管轄する国税不服審判所名を記入する。 

３ 送付に当たっての留意事項 

  この通知書は、書留郵便又は民間事業者による信書の送達に関する法律（平成 14 年法律第 99 号）第 2条第 6項(定

義)に規定する一般信書便事業者若しくは同条第9項に規定する特定信書便事業者による同条第2項に規定する信書便

の役務のうち書留郵便に準ずるものとして別途定めるものにより送付する。 

４ 留意事項 

○ 法人課税信託の名称の併記 

法人税法第２条第 29号の２に規定する法人課税信託の受託者がその法人課税信託について、国税に関する法律に 

基づき税務署長等が通知書等を送付する場合には、通知書等の「法人名等」の欄には、受託者の法人名又は氏名の 

ほか、その法人課税信託の名称を併せて記入する。 

特別修繕費の金額等の変更通知書

１ 使用目的 

「特別修繕費の金額等の変更通知書」は、特別修繕準備金に関する特別修繕費の金額等の認定について、その変更

の通知をする場合に使用する。 

２ 記載要領 

項 目 内 容 

本      文 

「修繕費の金額
          の箇所については、変更に係る資産が、船舶、球形ガスホルダー及び

期    間」 

貯油槽の場合は、「期間」の字句を二重線で抹消する。

 「平成  年  月  日の属する（連結）事業年度」の空白箇所には、その変更をし

た日を記入する。 

 なお、連結事業年度の括弧書は不要な場合は抹消する。 

また、船舶以外の資産について変更を行う場合は「租税特別措置法施行令」の前に「租

税特別措置法施行令の一部を改正する政令（平成 23年政令第 383号）による改正前の」を

挿入する。

変 更 の 対 象 が 

連結子法人の場合 

対象法人名等は、変更に係る資産を有する法人が連結子法人の場合のみ、その連結子法

人の法人名等を記入する。 

変 更 後 の 金 額 

又   は   月   数

変更に係る資産が、船舶、球形ガスホルダー及び貯油槽の場合は、「変更後の金額又は月

数」の箇所について「又は月数」の字句を二重線で抹消するとともに、「期間」の欄を全て

抹消する。 期      間

処 分 の 理 由 認定を変更する理由を記入する。 

調 査 担 当 者 
 「この通知に係る処分は、  国税局の職員の調査に基づいて行いました｡」の空白箇所

には、調査担当者の所属国税局名を記入する。 

教 示 

「･･･２月以内に  国税局長に対して･･･」の空白部分には、処分の対象となる法人の

納税地を管轄する税務署の管轄区域を所轄する国税局名を記入する。 

また、「･･･（提出先は    国税不服審判所首席国税審判官）･･･」の空白部分には、

当該国税局の管轄区域を管轄する国税不服審判所名を記入する。 

３ 送付に当たっての留意事項 

  この通知書は、書留郵便又は民間事業者による信書の送達に関する法律（平成 14 年法律第 99 号）第 2条第 6項(定

義)に規定する一般信書便事業者若しくは同条第9項に規定する特定信書便事業者による同条第2項に規定する信書便

の役務のうち書留郵便に準ずるものとして別途定めるものにより送付する。 

４ 留意事項 

○ 法人課税信託の名称の併記 

法人税法第２条第 29号の２に規定する法人課税信託の受託者がその法人課税信託について、国税に関する法律に 

基づき税務署長等が通知書等を送付する場合には、通知書等の「法人名等」の欄には、受託者の法人名又は氏名の 

ほか、その法人課税信託の名称を併せて記入する。 



改 正 後 改 正 前 

（109 特定災害防止準備金の計算方法を変更する場合の承認申請書） （109 特定災害防止準備金の計算方法を変更する場合の承認申請書） 

（廃 止）  



改 正 後 改 正 前 

（109 特定災害防止準備金の計算方法を変更する場合の承認申請書） （109 特定災害防止準備金の計算方法を変更する場合の承認申請書） 

（廃 止）  



改 正 後 改 正 前 

（115 認定事業用地適正化計画の事業用地の区域内にある土地等を譲渡した場合における特別勘定の設定に関する承認申請書 ） （115 認定事業用地適正化計画の事業用地の区域内にある土地等を譲渡した場合における特別勘定の設定に関する承認申請書 ） 

（廃 止）  



改 正 後 改 正 前 

（115 認定事業用地適正化計画の事業用地の区域内にある土地等を譲渡した場合における特別勘定の設定に関する承認申請書 ） （115 認定事業用地適正化計画の事業用地の区域内にある土地等を譲渡した場合における特別勘定の設定に関する承認申請書 ） 

（廃 止）  



改 正 後 改 正 前 

（116 認定事業用地適正化計画の事業用地の区域内にある土地等を譲渡した場合における特別勘定の設定に関する承認申請の承認・却下通知書 ） （116 認定事業用地適正化計画の事業用地の区域内にある土地等を譲渡した場合における特別勘定の設定に関する承認申請の承認・却下通知書 ） 

（廃 止）  



改 正 後 改 正 前 

（116 認定事業用地適正化計画の事業用地の区域内にある土地等を譲渡した場合における特別勘定の設定に関する承認申請の承認・却下通知書 ） （116 認定事業用地適正化計画の事業用地の区域内にある土地等を譲渡した場合における特別勘定の設定に関する承認申請の承認・却下通知書 ） 

（廃 止） 



改 正 後 改 正 前 

（116 認定事業用地適正化計画の事業用地の区域内にある土地等を譲渡した場合における特別勘定の設定に関する承認申請の承認・却下通知書 ） （116 認定事業用地適正化計画の事業用地の区域内にある土地等を譲渡した場合における特別勘定の設定に関する承認申請の承認・却下通知書 ） 

（廃 止）  



改 正 後 改 正 前 

（116 認定事業用地適正化計画の事業用地の区域内にある土地等を譲渡した場合における特別勘定の設定に関する承認申請の承認・却下通知書 ） （116 認定事業用地適正化計画の事業用地の区域内にある土地等を譲渡した場合における特別勘定の設定に関する承認申請の承認・却下通知書 ） 

（廃 止）  



改 正 後 改 正 前 

（117 平成 21 年及び平成 22 年に土地等の先行取得をした場合の課税の特例の適用に関する届出書） （117 平成 21 年及び平成 22 年に土地等の先行取得をした場合の課税の特例の適用に関する届出書） 



改 正 後 改 正 前 

（117 平成 21 年及び平成 22 年に土地等の先行取得をした場合の課税の特例の適用に関する届出書） （117 平成 21 年及び平成 22 年に土地等の先行取得をした場合の課税の特例の適用に関する届出書） 



改 正 後 改 正 前 

（118 適格分割等による先行取得土地等の移転に関する届出書） （118 適格分割等による先行取得土地等の移転に関する届出書） 



改 正 後 改 正 前 

（118 適格分割等による先行取得土地等の移転に関する届出書） （118 適格分割等による先行取得土地等の移転に関する届出書） 



改 正 後 改 正 前 

（119 不動産投資法人に係る課税の特例の適用に関する届出書） （119 不動産投資法人に係る課税の特例の適用に関する届出書） 



改 正 後 改 正 前 

（119 不動産投資法人に係る課税の特例の適用に関する届出書） （119 不動産投資法人に係る課税の特例の適用に関する届出書） 



改 正 後 改 正 前 

（127 適格分割等による期中損金経理額等の損金算入に関する届出書） （127 適格分割等による期中損金経理額等の損金算入に関する届出書） 



改 正 後 改 正 前 

（127 適格分割等による期中損金経理額等の損金算入に関する届出書） （127 適格分割等による期中損金経理額等の損金算入に関する届出書） 



改 正 後 改 正 前 

（137 適格分割等による認定事業用地適正化計画の事業用地の区域内にある土地等の譲渡に係る特別勘定の金額の引継ぎに関する届出書） （137 適格分割等による認定事業用地適正化計画の事業用地の区域内にある土地等の譲渡に係る特別勘定の金額の引継ぎに関する届出書） 

（廃 止）  



改 正 後 改 正 前 

（137 適格分割等による認定事業用地適正化計画の事業用地の区域内にある土地等の譲渡に係る特別勘定の金額の引継ぎに関する届出書） （137 適格分割等による認定事業用地適正化計画の事業用地の区域内にある土地等の譲渡に係る特別勘定の金額の引継ぎに関する届出書） 

（廃 止）  



改 正 後 改 正 前 

（144 適格分割等による認定事業用地適正化計画の事業用地の区域内にある土地等を譲渡した場合におけ
る交換取得資産の帳簿価額の減額又は設定した期中特別勘定に関する届出書及び提出書類の届出書） 

（144 適格分割等による認定事業用地適正化計画の事業用地の区域内にある土地等を譲渡した場合におけ
る交換取得資産の帳簿価額の減額又は設定した期中特別勘定に関する届出書及び提出書類の届出書） 

（廃 止）  



改 正 後 改 正 前 

（144 適格分割等による認定事業用地適正化計画の事業用地の区域内にある土地等を譲渡した場合におけ
る交換取得資産の帳簿価額の減額又は設定した期中特別勘定に関する届出書及び提出書類の届出書） 

（144 適格分割等による認定事業用地適正化計画の事業用地の区域内にある土地等を譲渡した場合におけ
る交換取得資産の帳簿価額の減額又は設定した期中特別勘定に関する届出書及び提出書類の届出書） 

（廃 止）  



改 正 後 改 正 前 

（145 適格分割等を行う場合の認定事業用地適正化計画の事業用地の区域内にある土地等を譲渡した場合
における期中特別勘定の設定に関する承認申請書） 

（145 適格分割等を行う場合の認定事業用地適正化計画の事業用地の区域内にある土地等を譲渡した場合
における期中特別勘定の設定に関する承認申請書） 

（廃 止）  



改 正 後 改 正 前 

（145 適格分割等を行う場合の認定事業用地適正化計画の事業用地の区域内にある土地等を譲渡した場合
における期中特別勘定の設定に関する承認申請書） 

（145 適格分割等を行う場合の認定事業用地適正化計画の事業用地の区域内にある土地等を譲渡した場合
における期中特別勘定の設定に関する承認申請書） 

（廃 止）  



改 正 後 改 正 前 

（152 分割等による移転試験研究費の額の計算方法の認定申請書） （155 分割等による移転試験研究費の額の計算方法の認定申請書） 



改 正 後 改 正 前 

（152 分割等による移転試験研究費の額の計算方法の認定申請書） （155 分割等による移転試験研究費の額の計算方法の認定申請書） 



改 正 後 改 正 前 

（155 分割等による移転売上金額の計算方法の認定申請書） （158 分割等による移転売上金額の計算方法の認定申請書） 



改 正 後 改 正 前 

（155 分割等による移転売上金額の計算方法の認定申請書） （158 分割等による移転売上金額の計算方法の認定申請書） 



改 正 後 改 正 前 

（158 分割等による移転支援事業所取引金額の合計額の計算方法の認定申請書） （161 分割等による移転支援事業所取引金額の合計額の計算方法の認定申請書） 



改 正 後 改 正 前 

（158 分割等による移転支援事業所取引金額の合計額の計算方法の認定申請書） （161 分割等による移転支援事業所取引金額の合計額の計算方法の認定申請書） 



改 正 後 改 正 前 

（160 分割等による支援事業所取引金額の合計額の区分に関する届出書） （163 分割等による支援事業所取引金額の合計額の区分に関する届出書） 



改 正 後 改 正 前 

（160 分割等による支援事業所取引金額の合計額の区分に関する届出書） （163 分割等による支援事業所取引金額の合計額の区分に関する届出書） 



改 正 後 改 正 前 

（167 適格分割等による特定普通財産とその隣接する土地等の交換の場合における交換取得資産の帳簿価
額の減額に関する届出書及び提出書類の届出書） 

（170 適格分割等による特定普通財産とその隣接する土地等の交換の場合における交換取得資産の帳簿価
額の減額に関する届出書及び提出書類の届出書） 



改 正 後 改 正 前 

（167 適格分割等による特定普通財産とその隣接する土地等の交換の場合における交換取得資産の帳簿価
額の減額に関する届出書及び提出書類の届出書） 

（170 適格分割等による特定普通財産とその隣接する土地等の交換の場合における交換取得資産の帳簿価
額の減額に関する届出書及び提出書類の届出書） 



改 正 後 改 正 前 

（168 現物分配により試験研究用資産・支援事業所取引譲受資産の移転を受けていない旨の届出書） （171 現物分配により試験研究用資産・支援事業所取引譲受資産の移転を受けていない旨の届出書） 



改 正 後 改 正 前 

（168 現物分配により試験研究用資産・支援事業所取引譲受資産の移転を受けていない旨の届出書） （171 現物分配により試験研究用資産・支援事業所取引譲受資産の移転を受けていない旨の届出書） 



改 正 後 改 正 前 

（176 連結完全支配関係等を有しなくなった旨を記載した書類） （179 連結完全支配関係等を有しなくなった旨を記載した書類） 



改 正 後 改 正 前 

（176 連結完全支配関係等を有しなくなった旨を記載した書類） （179 連結完全支配関係等を有しなくなった旨を記載した書類） 



改 正 後 改 正 前 

（183 各連結事業年度の連結法人税の個別帰属額等の届出書－普通法人（特定の医療法人を除く。）である連結法人の分） （186 各連結事業年度の連結法人税の個別帰属額等の届出書－普通法人（特定の医療法人を除く。）である連結法人の分 ） 



改 正 後 改 正 前 

（183 各連結事業年度の連結法人税の個別帰属額等の届出書－普通法人（特定の医療法人を除く。）である連結法人の分） （186 各連結事業年度の連結法人税の個別帰属額等の届出書－普通法人（特定の医療法人を除く。）である連結法人の分 ） 



改 正 後 改 正 前 

（184 各連結事業年度の連結法人税の個別帰属額等の届出書－協同組合等である連結法人の分） （187 各連結事業年度の連結法人税の個別帰属額等の届出書－協同組合等である連結法人の分） 



改 正 後 改 正 前 

（184 各連結事業年度の連結法人税の個別帰属額等の届出書－協同組合等である連結法人の分） （187 各連結事業年度の連結法人税の個別帰属額等の届出書－協同組合等である連結法人の分） 



改 正 後 改 正 前 

（185 各連結事業年度の連結法人税の個別帰属額等の届出書－特定の医療法人である連結法人の分） （188 各連結事業年度の連結法人税の個別帰属額等の届出書－特定の医療法人である連結法人の分） 


